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Comparing Correspondences between Domestic Cleavages and Perception of the Divided Parts

Summary
South Korea and Taiwan achieved salient economic growth and outstanding democratic transition which have 

attracted attention of many scholars as well as policy makers around East Asia. At the same time, there have been 
contrasts in the development of these nations’ relations with the other parts of the divided nations, North Korea and 
Mainland China, since the late 1990s. 

South Korea’s progressives set forth cooperation called “the Sunshine Policy” toward the North, on the other 
hand conservatives bore conflict against it. In contrast, Taiwan’s progressives advocated for Taiwan’s independence 
withstanding mainland China’s hostility, whereas conservatives managed cooperation and exchanges based on “the 
1992 Consensus” despite domestic controversy over its existence.

The paper traces the process of national division, civil war or war, democratization, and the end of the cold war, 
and compares development and changes in political actors’ perception of each South Korea and Taiwan to illustrate 
contrasts between Inter-Korean and Cross-Strait relations.
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　韓国と台湾は 1970 年代に本格的な重化学工業化
を推進し市場経済を発達させた。また、ほぼ同時期
の 1980 年代末に権威主義政治体制から民主主義政
治体制に移行した。民主化直後のグローバル冷戦の
終結は、南北朝鮮関係と台湾海峡両岸関係（あるい
は中台関係、以下同）に大きなインパクトを与えた。
韓国と台湾はそれぞれ 1998 年と 2000 年に初めて選
挙による政党・政治勢力間の政権交代を経験した。
以降、韓国では 10 年間の「進歩」政権とその後に
9 年間の「保守」政権が、台湾では 8 年間の「進歩」
政権とその後に 8 年間の「保守」政権が続いた1。
　韓国と台湾で政権交代が反復され定着して以降、
南北朝鮮関係と海峡両岸関係の変化に差異が生まれ

ている。韓国の進歩政権から保守政権への交代にと
もなって南北朝鮮関係が協調から対立へと推移した
のに対して、台湾の進歩政権から保守政権への交代
後は海峡両岸関係が対立から協調へと対照的に推移
したのである。分断・分裂国家関係の変化の要因は
一方の政治体制や政権勢力の特性だけに還元できず、
分断・分裂体（各々、北朝鮮と中国を指す、以下同）
との相互関係や対外関係が影響するが、韓国と台湾
の分断・分裂体への認識や政策もまた相互関係を大
きく規定する。
　筆者はかつて南北朝鮮関係と海峡両岸関係の変化
の対照性の要因を国際関係と内政の中間レベルの分
断・分裂体間の相互関係の差異に着目して考察し
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た（金栄鎬 2009）。本稿では韓国と台湾の内政要因
に焦点を合わせ、理念対立やアイデンティティ変容
と分断・分裂体認識・政策との対応関係を分析する。
韓国と台湾の分断・分裂体政策は対外政策の方向性
を左右するため、密接な関連当事国である米国や中
国あるいは日本の関わりを考える上でも、それらの
内政と対外関係の関連を考察する意義は小さくない。

Ⅰ．先行研究と本稿の問題設定

　朝鮮半島の南北と台湾海峡の両岸に関する研究は
内外に多数あるが、この両者を比較分析した研究は
意外に少ない。その中でも本稿の問題意識に直接か
かわる重要な研究を 3 つ取り上げる。

対比による理解の試み
　若林正丈は、韓国と台湾の分裂国家化、開発、政
治体制、民主化、統一問題と統独問題などについて

「対比による理解の試み」を行っている。本稿の問
題意識と直接関連する若林の議論の要点は、次の通
りである。
　若林は、「韓国では、反政府側の“統一理念”に
おいても、朝鮮民族の政治的統一は当然の目標とし
て掲げられているのに対して、台湾では、中国との
統一よりは、台湾そのものに主権国家を求める“台
湾ナショナリズム”の言説が、民主化の進展ととも
に反国民党勢力の主流的言説として浮上し、発展し
ていった」と指摘する（若林正丈 1996：231）。また、
民主化以降の分断・分裂体への認識が韓国では「統
一理念」であるのに対して、台湾では「台湾ナショ
ナリズム」として浮上するという差異の背景に、「植
民地化と分裂国家化のありよう」の差異と「地政学
的差異」という要因を挙げることができるとする（若
林正丈 1996：237）。
　1970 年代末に米国が中国と国交を結び台湾と断
交した際に、台湾の「党外人士」の間で「三たび（1895
年の日清下関条約による台湾割譲、1945 年中国へ
の返還についで）台湾の命運が台湾住民の頭越しに
決定されてしまう」という危機感から、「台湾の前
途の住民による共同決定」、つまり「住民自決」の
スローガンが掲げられた。その後の複数の選挙で「住
民自決」の言説は台湾民主化運動に定着し、1986
年に結成された民主進歩党（民進党）の綱領に掲げ
られ、民主化後の 1991 年には同党の「公民投票式

台湾独立」（台湾共和国）の綱領へと発展した。また、
1991 年から 1992 年にかけて、「懲治反乱条例」「刑
法 100 条」（言論活動だけで反乱に問える法律）が
廃止ないし改正され、「台湾独立」の言論は「完全
に合法化され」た（若林正丈 1996：231-232）。
　ただし、台湾の民主化や経済発展への国際的な評
価の高まりにもかかわらず、「国際法的認知」が得
られないことに「台湾世論が苛立ち“台湾ナショナ
リズム”を強め、そのことが中国を刺激し、中台関
係が緊張する、という悪循環が進行すれば、台湾に
とって民主化と国家統一問題のトレード・オフを生
んでしまう可能性」があると若林は展望した（若林
正丈 1996：236）。

Hawkish と Dovish
　若林の論文は 1996 年に出た。その後、1996 年３
月に台湾で初めて住民による総統直接選挙が行わ
れ、さらに 2000 年の総統選挙では政権交代が起き
た。そして、この間に海峡両岸関係は緊張と対立が
深まった。民進党は前年の 1999 年に綱領の「独立」
を凍結し、陳水扁政権は「全民政府」を掲げたが、
やがて独立志向を強め、選挙でもしばしば「台湾ナ
ショナリズム」に訴えた。他方、韓国でも 1998 年
に選挙による初めての与野党間の政権交代が起きた。
金大中政権は北朝鮮への「和解協力政策」（太陽政策、
あるいは包容政策）を、また、盧武鉉政権は「平和
繁栄政策」を推進し、2000 年 6 月と 2007 年 10 月
に南北首脳会談が行われた。しかし、北朝鮮への圧
力と制裁を唱える日米両国との間で摩擦が起きた。
　このような南北朝鮮関係と海峡両岸関係の対照的
な推移をとらえて、ホロウィッツ（Horowitz, Shale）
たちの共同研究は、韓国の北朝鮮政策の変化を「ハ
ト派」（dovish）、台湾の中国（または大陸）政策の
変化を「タカ派」（hawkish）と規定した。彼らは、
南北朝鮮関係のハト的な変化と海峡両岸関係のタカ
的な変化の要因を、中国の経済成長と自由化及び台
湾の民主化ゆえに、海峡両岸の双方でともにナショ
ナル・アイデンティティが動員されるようになった
一方で、北朝鮮は経済的に落伍し韓国がこれを支援
するようになった点に求めている（Horowitz, Heo, 
and Tan 2007：2-3）。
　また、ホロウィッツたちは、リアリズムが強調す
る勢力均衡よりも、リベラリズムとコンストラク
ティビズムが強調するナショナル・アイデンティ
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ティが南北朝鮮と海峡両岸の変化の特徴を説明する
うえで重要とみなす（Horowitz, et al. 2007：3-4.）。
　天安門事件後の中国共産党は経済成長とともに台
湾統一を外交目標の核とするナショナリズムを強調
するに至ったのに対して、民主化後の台湾では国民
党が統一を将来に延期し、外省人と本省人を統合す
る「新台湾人」アイデンティティを作り出そうとす
る一方、民進党は中国を抑止し台湾人意識を強化す
る政策を推進した。海峡両岸関係はしばしば不安定
のなかでも経済的相互依存を急速に深めている。リ
ベラリズム理論は経済的相互依存が互いの利益を増
進し紛争リスクを低下させると議論するが、これに
反して台湾では大陸から離れようとする台湾人アイ
デンティティに支えられたイデオロギー的実践的な
力学がより強く表れている（Horowitz, et al. 2007：
7-10）。
　韓国では 1997 年の経済危機の直後に発足した「中
道左派」政権が北朝鮮に対する和解協力政策を打ち
出した2。北朝鮮への敵意を持たない若い世代がこ
れを支持した。2001 年 9・11 テロと北朝鮮の核・
ミサイル開発によって緊張が高まる中で、「中道左
派」に共鳴する大衆はむしろ米国に警戒と敵意を向
けるようになった。戦争になれば完全に破壊される
北朝鮮が自ら先に攻撃を仕掛けるはずはなく、戦争
の主要なリスクは米国の過剰な圧力にあると考える
人々が増えた。韓国の主要な外交政策目標は北朝鮮
との戦争を避けることに置かれるようになり、北朝
鮮の安定化が韓国を防衛する方法とみなされた

（Horowitz, et al. 2007：14）（Heo and Woo 2007：150-
154）。民主化、経済危機、世代交代は、このような
新たなナショナル・アイデンティティと国益認識を
創造した（Horowitz, et al. 2007：15）（Heo and Woo 
2007：160-162）。

トップ・ダウンとボトム・アップ
　李ネヨン（Lee, Nae-Young）たちの共同研究は、
南北朝鮮と海峡両岸を比較分析した最近の最もまと
まった文献である（Lee and Nam 2016）。韓国と台湾
の意識調査を資料にアイデンティティ・ポリティク
スの変化とその政党政治及び分断・分裂体政策との
関連を考察した李によれば、北朝鮮及び中国とどの
ように取り組むのかが政治対立の重要なソースであ
るところは韓国と台湾に共通するが、重要な差異が
３点ある（Lee 2016：52-103）。

　第 1 に、ナショナル・アイデンティティとアイデ
ンティティ・ポリティックスは韓国よりも台湾の方
がより突出しかつ濃密である。台湾では 1990 年代
以来、アイデンティティ・イシューと両岸関係が政
党政治の決定的な要因であり、2000 年以降の主要
な選挙においてもそうである。しかし、民主化以降
の韓国における選挙政治の決定的要因は地域対立で
あって、北朝鮮問題は政党政治と選挙政治の重要な
争点の一つではあっても決定的な要因ではない。こ
の違いの理由の一つは、台湾とは異なり韓国には重
要なサブ・エスニックな差異が存在せず、北朝鮮（人）
を「われわれ」とみなすべきか「他者」とみなすべ
きかが、韓国のアイデンティティ・ポリティクスの
キー・イシューであることによる。また、両者の違
いの背景にはバランス・オブ・パワーもある。両岸
関係では急速に成長する巨大な中国が「一つの中
国」原則の受け入れを迫り、台湾は主権を脅かされ
ているため、台湾のアイデンティティ・イシューは
生存と主権に関連する。しかし、南北朝鮮のパワー・
ギャップは北朝鮮にますます不利になり、多くの韓
国人は核・ミサイル問題にもかかわらず貧困で孤立
した北朝鮮はもはや韓国の主要な脅威ではないと考
えるようになった。中国の勃興するパワーが台湾の
脅威であるのに対して、北朝鮮の急激な崩壊が韓国
の脅威である（Lee 2016：91-93）。
　第 2 に、南北朝鮮がトップ・ダウンと政府中心ア
プローチを通して相互関係の改善を試みたのに対
して、海峡両岸はボトム・アップと社会中心アプ
ローチで相互信頼を築こうとしてきた（Im and Choi 
2011：785-811）。ただし、南北朝鮮の貿易が極めて
少ないのに対して、海峡両岸の経済・社会文化交
流は規模が大きく増大している（Lee 2016：93-94）。
2010 年 6 月には両岸経済協力枠組み協定（ECFA）
が締結された。同じ共同研究の中のチェン（Chen, 
Edward I-hsin）の論文では、海峡両岸関係が頻繁で
実質的な人と経済（ビジネス）の交流に特徴づけら
れるのに対して、南北朝鮮関係は日常生活における
人の間の直接的な接触を欠き、民族協力のレトリッ
クにととどまっている（Chen 2016：224, 230）。南
北朝鮮関係が no action, talks only（NATO）である
のに対して、海峡両岸関係は no talk, many actions

（NTMA）である（Im and Choi 2011：785-786）。
　第 3 に、近年の南北朝鮮関係と海峡両岸関係は対
照的に推移している。海峡両岸は緊張を低下させ経
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済協力を増進させるなかで、台湾のアイデンティ
ティ・イシューは配分の政治にオーバーラップして
きている。言い換えれば、台湾のアイデンティティ・
ポリティクスは、アイデンティティ問題であるとと
もに両岸の経済問題になりつつある。一方、南北朝
鮮関係は停滞しただけでなく相互不信が増大し、対
話が途絶え、北朝鮮の軍事的挑発が続いている。韓
国の北朝鮮認識は悪化しているが、それにもかかわ
らず、主要な政党は異なる北朝鮮政策を選好し、北
朝鮮をめぐるイデオロギー対立と政治対立が続いて
いる（Lee 2016：95-96）。

本稿の問題設定
　以上、若林正丈、ホロウィッツたち、李ネヨンた
ちの先行研究を概観したところ、韓国の内政と北朝
鮮政策の関係、及び台湾の内政と大陸政策の関係に
は共通性の中にも差異があり、理念、イデオロギー、
ナショナル・アイデンティティなどがこれに大きく
関連しているという点でほぼ一致している。韓国で
は理念やイデオロギーの対立が、台湾ではナショナ
ル・アイデンティティが、分断・分裂体への認識と
政策に影響し、同時に、各々の分断・分裂体との相
互関係が内政の理念対立やアイデンティティの変化
に影響を与えているという点は、先行研究のほぼ共
通の問題意識とみてよい。
　ただし、これらの先行研究では十分に分析されな
かった課題が残る。
　第 1 に、若林正丈の研究では、台湾と韓国の国家
形成、政治体制、民主化、反体制運動、地政学など
の対比から重要な差異とその背景が導き出されてお
り、大変に示唆的だが、そのことが両者の分断・分
裂体認識や対外認識の変化に及ぼした影響には考察
が及んでいない。また、台湾の統独問題の説明は厚
いが、韓国の統一問題の説明は薄くなっており、こ
れら二つの問題の対比による理解は課題として残さ
れている。
　第 2 に、ホロウィッツたちの共同研究では、南北
朝鮮関係と海峡両岸関係の変化が対比されて考察さ
れているが、hawkish と dovish を分けた内政要因の
アイデンティティと国際要因のバランス・オブ・パ
ワーの相互関係が説明されていない。1990 年代半
ば以降、力の優位にある中国への台湾の認識・政策
のハトとタカ、力の劣位にある北朝鮮への韓国の認
識・政策のハトとタカの対応関係の差異や変化がよ

り具体的に分析される必要がある。
　第 3 に、李ネヨンたちの共同研究では、分断・分
裂国家関係の変化と内政亀裂が幅広く比較考察され
ているが、南北関係と両岸関係の差異、及び韓国と
台湾のアイデンティティの差異の起源や背景の変化
には考察が及んでいない。また、ボトム・アップと
評価された台湾の大陸政策が内政ではトップ・ダウ
ンだという批判によってブレーキがかかる事例は分
析の射程に入ってこない（Lin 2013：31-46）。
　本稿が着目するのは、韓国では保守の抑止・封じ
込め（タカ）志向に対して進歩の対話・協力（ハト）
志向が対立し、台湾では保守の対話・協力（ハト）
志向に対して進歩の分離・独立（タカ）志向が対立
するというコントラストとその要因である。つまり、

【図 1】に示したような、国内政治の保守 vs. 進歩と
対外認識の強硬 vs. 穏健の対照性及びそれが生じる
背景である。
　以下の II、III では、国家分断・分裂過程、権威
主義体制の性格、民主化運動、民主体制への移行と
定着にさかのぼり、また、冷戦後の勢力均衡と同盟
政治の変化を踏まえ、韓国と台湾の内政の諸アク
ターの理念やアイデンティティの形成と変化を比較
分析する。これを受けて IV、V では、韓国と台湾
における分断・分裂体認識及び対外認識の差異やコ
ントラストについて意識調査を用いて比較分析する。
筆者はかつて民主化後、冷戦後、及び 1998 年の韓
国の政権交代と 2000 年の台湾の政権交代以降の分
断・分裂体政策と対外政策のコントラストな変化を
考察したが（金栄鎬 2009）、本稿では世論と政治的
諸アクターの認識を主な考察対象とする3。
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Ⅱ．内戦と国家分断・分裂と戦争：「外勢」と「外来」

　南北朝鮮も海峡両岸も植民地からの解放と独立あ
るいは帰属変更の過程が国家分断・分裂に変質した
点で共通する。ただし、国家分断・分裂の過程で働
いた内外の力学には差異がある。「地政学的差異」（若
林正丈 1996：237）やエスニック要因の差異もそこ
に見いだせる。これらの共通性の中の差異は、二つ
の分断・分裂国家関係のその後の変化の差異の初期
条件に関連すると思われる。

韓国の「外勢」、台湾の「外来」
　19 世紀末から 20 世紀にかけての朝鮮半島の植民
地化は日清戦争と日露戦争が契機であった。また、
20 世紀半ばの植民地からの解放後、米ソによって
南北に分割占領され、南側は米軍政の下に置かれ
た。米ソ対立と国内対立が交錯するなか、米国は国
連に朝鮮問題を上程し、国連監視下の南朝鮮単独選
挙が取り決められ、国家分断に至った。分断直後の
朝鮮戦争には米国と人民中国が参戦した。こうした
経緯から、朝鮮半島では「海洋勢力」の米国と日本、

「大陸勢力」のロシアと中国を、しばしば「4 大強
国」や「外勢」と呼ぶ。姜萬吉は ｢海洋勢力と大陸
勢力｣ の角逐により朝鮮半島が歴史的に自己決定を
制約されてきたと認識した（姜萬吉 1985：29-46）。
　台湾もまた常に大国の影響力の下に置かれ、外部
の勢力関係に翻弄されてきた。若林正丈は、巨視的
に見た台湾史とは、「海のアジア」と「陸のアジア」
の「気圧の谷間」が「台湾という‘場所’を行った
り来たりした歴史」と述べた（若林正丈 2001：19）。
日清戦争で日本の植民地に転落したことも朝鮮半島
との共通点がある。ところが、台湾の解放は、台
湾生まれの漢人系台湾住民である本省人にとって
は「外来」の大陸外省人・国民党による台湾島の接
収であった。戦後の分裂国家化は本省人にはあずか
り知らない国共内戦を起源としていた。朝鮮戦争が
勃発すると、米国は「台湾海峡中立化」を打ち出し、
台湾の中華民国を承認し国民党支配を支えた。
　このように、朝鮮半島の解放から国家分断に至る
過程では「外勢」による占領と対立が強く作用し、
台湾の解放から海峡両岸の分裂に至る過程では「外
来」者による接収と「外来」同士の内戦が強く作用
した。こうして、韓国では「外勢」に対する「自主」
への欲求が、台湾では「外来」に対する「自決」へ

の欲求が人々の中に潜在化したと考えられる。
　ただし、「外勢」や「外来」への異議申し立てや
抵抗は、戦争と冷戦の力学により封じ込められた。
南北朝鮮と海峡両岸の分断・分裂と軍事的対決に戦
後のグローバルな冷戦が重なり、各々の内政は内戦
モードと反共主義イデオロギーに基づく抑圧体制下
に置かれた。

済州島 4・3 事件と台湾 2・28 事件
　韓国の済州島 4・3 事件（1948 年）及び朝鮮戦
争時の民間人虐殺と、台湾の 2・28 事件（1947 年）
及びその後の国民党による白色テロルは、分断・分
裂国家の形成過程における国家や「外勢」や「外来」
による原初的な暴力という共通性、および反共主義
の抑圧体制下で封じ込められた集合的記憶という共
通点がある。ただし、内戦や戦争における大規模で
重大な人権侵害の当事者関係には差異がある。
　朝鮮戦争は韓国にとって北朝鮮の南侵であり、朝
鮮人民軍の占領であり、その経験と記憶は広く共有
されてきた。しかし、北朝鮮の南侵とは別の、国家
による暴力、外国軍による暴力の経験もある。南
朝鮮単独選挙に反対した済州島 4・3 事件では、米
軍占領下の軍・警察・民兵などによって島民の 3 分
の 1 が殺されたとされ、しかも、「残党狩り」は朝
鮮戦争の直後まで続いた。また、朝鮮戦争の渦中で
国軍が民間人を虐殺した「保導連盟事件」や「巨昌
事件」、韓国の避難民を米軍が集団虐殺した「老斤
里事件」などがある（呉連鎬 2001）。戦争のヨコの
側面である北朝鮮の南侵、韓国国家の存続危機、米
国の参戦、人民中国の参戦などは、国家の生存を至
上とする韓国の体制側の支配イデオロギーと公定ナ
ショナリズムの原点となった。他方、戦争のタテの
側面である国軍や外国軍による民間人虐殺や済州島
4・3 事件は、権威主義体制下で長く抑圧された後
に民主化後に想起される集合的記憶となり、民主化
運動の反軍政と反米の志向の潜在力を形成した。
　他方、中国の国共内戦は大陸を舞台とするもので
あり、台湾の戦前からの住民である本省人がこれを
経験したわけではない。台湾の本省人にとっては、
大陸からやってきた「外来」の国民党勢力・外省人
による 2・28 事件が「台湾大」の自己意識の契機と
なり、また、「外来」の外省人による本省人の抑圧
からくる「省籍矛盾」の原点となった（若林正丈 
2004：108-125）。その後、国共内戦で敗色が濃厚に
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なった国民党が台湾で行った白色テロルでも多数の
本省人が犠牲となった。台湾の本省人からみれば、
国共内戦は大陸における共産党と国民党という「外
来」者たちのヨコの争いであり、他方、2・28 事件
と白色テロルは「外来」の国民党・外省人による本
省人の支配というタテの抑圧関係である。2・28 事
件と白色テロルは、権威主義体制下で長く抑圧され
た集合的記憶として民主化後に想起され、民主化運
動の反国民党志向や台湾アイデンティティ及び台湾
ナショナリズムの潜在力を形成した。

辺境と中心の地政学
　国家分断・分裂過程での韓国民間人や台湾本省人
に加えられた国家や「外勢」や「外来」者による大
規模で重大な人権侵害の経験は、人々の国家との関
係や民族関係及び外国との関係の認識にも影響を与
えたと思われる。これを韓国と台湾の「辺境」とし
ての地政学認識に焦点を合わせてみてみよう。
　韓国の済州島 4・3 事件や朝鮮戦争時に虐殺され
た民間人は、朝鮮半島および韓国の中の「辺境」で
あった。そして、その「辺境」に対する「中心」と
は、分断体である北朝鮮ではなく、韓国政府や外国
軍（米軍）であり、さかのぼれば分割占領をした米
ソであり、軍政を実施した米国であり、植民地支配
をした日本であった。一方、台湾の 2・28 事件や白
色テロルにおける本省人は「辺境」であり、その「中
心」は「外来」の国民党・外省人であった。しかも、
台湾を中国の一省としての「辺境」と見なしていた
点では、国民党も大陸の共産党も同じであった。台
湾の本省人は、大陸に対する台湾の辺境性と、台湾
における国民党・外省人に対する本省人の辺境性と
いう「二重の辺境性」を強いられてきたということ
ができる。
　したがって、民主化運動の生成と発展の過程で、
韓国の「辺境」性は、国家に対してだけでなく「外勢」
に対する「われわれ」意識を作り出し、また、北朝
鮮も含めた「コリア大」の「自主」志向に拡大する
モメントを胚胎した。他方、台湾の二重の「辺境」
性は、「外来」とは区別される「台湾大」の「われ
われ」意識を作り出し、また、大陸と区別される「自
決」志向や「分離・独立」志向へとつながる潜在力
を胚胎した。

Ⅲ．民主化運動：「在野」と「党外」

　韓国と台湾の戦後の政治体制は、国民統合を図る
うえで強力な反共主義イデオロギーと国家主義とし
てのナショナリズムに依拠した。また、蒋介石が「反
攻大陸」「反共復国」を、李承晩が「北進統一」「反
共統一」を国家路線に掲げ、毛沢東が「台湾解放」を、
金日成が「南朝鮮解放」を呼号したように、国家分
断・分裂後の支配的イデオロギーは失地回復主義

（irredentism）でもあった。ところで、体制には反体
制が、支配イデオロギーには対抗イデオロギーが伴
う。韓国と台湾の反体制勢力と対抗イデオロギーが
どのように形成され、どのような方向性を有するに
至ったのか。また、それが後の分断・分裂体認識の
コントラストにどのように作用したのか。

維新体制下の「在野」、党国体制下の「党外」
　国家分断・分裂後の韓国と台湾では反共主義イデ
オロギーの抑圧的政治体制が成立し、対外的には米
国との同盟体制によりアジア冷戦の前哨に組み込ま
れた。また、1960 年代半ばからは国家主導の輸出
依存型開発がスタートし、1970 年代前半にかけて
権威主義政治体制が本格的に成立する。
　韓国と台湾が同じく冷戦の前線の権威主義政治体
制を持ちながら、分断・分裂体間関係において異な
る方向をたどることになる起点は 1970 年代前半と
思われる。
　安全保障の後ろ盾であった米国が、朝鮮戦争で北
朝鮮側に参戦した中国と関係を改善したことは、同
じ時期の米国のベトナム撤退と駐韓米軍削減などと
ともに、韓国の軍出身政府にとって重大な衝撃で
あった。国際関係のデタントは 1972 年の 7･4 南北
共同声明のように南北朝鮮のデタントに波及するか
に見えたが、むしろ内政では南北朝鮮ともに強い引
き締めが行われた。韓国では 1972 年 10 月に朴正煕
大統領が発布した戒厳令の下で「維新体制」と言わ
れた新憲法体制が敷かれ、大統領の再選制限が廃止
され、思想・言論・集会・結社などの自由が禁圧さ
れた。自由・人権を留保して反共主義の国力を培養
するという意味合いの「国民総和」が呼号される一
方で、異論や対抗勢力は 3 権の政治制度から排除さ
れ、大学・言論・企業などの社会制度からも追放さ
れた。こうして、「在野」と呼ばれる民主化運動が
形成される（金栄鎬 2001：18-21）。一般名詞の在
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野は韓国政治における固有名詞となったのである。
　1971 年に国連代表権が台湾から中国にスイッチ
されたことは、台湾に重大な衝撃をもたらした。中
華民国が大陸を含む全中国の唯一合法政府という虚
構が解体をはじめ、一党支配の国民党が国家を組織
する「党国体制」と「万年国会」（1948 年以来、改
選されていない立法府）と戒厳令の正統性が大きく
損なわれたのである。蒋介石・経国父子体制の国府

（国民党の政府）は、対外的には「漢賊不両立」を
主張し自らの正統性を墨守したが、国際社会におけ
る中国と台湾の地位が逆転していくなか、内政で
は国民大会（総統選出や憲法改正のための代表機
構、2005 年に廃止）と立法院（国会、以下同）の
部分的な定期改選や閣僚・党中央への本省人エリー
トの登用、及び「10 大建設」などの経済社会開発
によって本省人を統合しようとした。「本土化」と
いわれる政策である。これは対外関係の構造的変
化とあわせて「72 年体制」といわれる（若林正丈 
2008：109-121）。ただし、「72 年体制」下の「本土
化」政策でも新政党の結成の禁止（党禁）や「万年
国会」は維持された。本省人の対抗勢力は「党外」
と呼ばれるようになり、地方選挙と立法院の部分的
改選で徐々に勢力を拡大していった。「党外」勢力
は国民党の「外来」勢力と対決し公定中国ナショナ
リズムに挑戦する台湾ナショナリズムを強めていっ
た（Wang, Fu-chang 2005：55-99）。一般名詞の党外
は「一つの政治勢力を指す固有名詞」となったので
ある（若林正丈 2001：131）。
　韓国の「在野」と台湾の「党外」は、民主化運動
の原動力となり、1980 年代末の民主化をリードし、
1990 年代末以降の政権交代によって政府・与党・
行政の重要なリソースとなる。

光州事件と美麗島事件
　韓国の「在野」と台湾の「党外」は、その形成過
程及び権力との対抗関係上の位置に共通点があるが、
分断・分裂体認識と対外認識には差異が生じる。そ
の重要な画期は、1980 年の韓国の「光州事件」と
1978 年の台湾の「美麗島事件」に遡ることができ
ると思われる。
　朝鮮戦争以来、韓国の国是は「反共」であり、米国・
米軍は韓国の国家の生存の命綱であった。したがっ
て、北朝鮮との「平和共存」や「反米」はタブーで
あった。また、韓国の民主化運動は 1970 年代頃ま

では反共主義イデオロギーを体制側と共有していた。
しかし、1980 年 5 月に軍による流血鎮圧で多数の
市民の死傷者を出す光州事件が起きた。市民抗争を
鎮圧するために前線の国軍部隊が投入された。国軍
の部隊移動には米軍司令官の認可を得る必要があっ
た。朝鮮戦争時に韓国政府が「大田協定」で国軍の
指揮権を米軍司令官に委譲して以降、重要な軍部隊
の移動や装備の変更の権限は米軍司令官が管掌して
いたからである。こうして、韓国政治及び南北関係
への米国の関与に対する批判が生まれ、「在野」は、

「外勢」＝米国の関与が韓国の軍部出身の抑圧体制
を支えてきたと認識し、「外勢」との対抗で北朝鮮
を「自主」の単位の「民族」として再認識するよう
になったということができる（金栄鎬 2001：21-26、
37-45）。エスニック同質性が自動的に「われわれ」
認識を作るのではなく、また逆に、エスニック異質
性が自動的に「我－彼」認識を作り出すわけではな
い。自律的な共同体を欲求する「われわれ」意識は、
政治社会的な文脈の中で形成され変化するのであり、
韓国における北朝鮮認識の転換にもそのことが現れ
ている。
　光州事件後、米国は韓国政治への介入や関与を
民心から疑われるのを警戒するようになった。1987
年民主化の前後の時期に駐韓米大使を務めたジェー
ムズ・リリー（Lilley, James）は、米国は韓国の内
政に干渉しない、韓国民自身の問題であるという「教
訓」を堅持した（Lilley 2004：268-269）。
　台湾の 1978 年の美麗島事件は、政論雑誌『美麗
島』の刊行を機に作られた各地の集会や結社が国際
人権デーに合わせて集会・デモを敢行したのを国府
が厳しく鎮圧した事件である。この事件を機に、「外
来」の国民党・外省人による本省人への支配に対抗
する人々は、新規政党結成が禁止されている中で「党
外」勢力を形成していった。「党外」運動は 1982 年
9 月に「台湾前途住民自決」を打ち出し、1986 年に

「民主進歩党」を結成して「台湾自決」を綱領に掲
げ、やがて「独立」論を打ち出すようになる（Rigger  
2001：15-36）。台湾共和国の建設という意味での台
湾独立論が、党外の中で有力になるのは 1980 年代
後半である（Jacobs 2005：17-54）。
　美麗島事件は、軍による集団的な市民殺傷ではな
く、また、鎮圧に米国の関与がなく、むしろ、米議
会が国民党・国府の人権抑圧を批判した点で、韓国
の光州事件とは異なる影響を台湾の「党外」の対外
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認識に及ぼした。米国は 1979 年の台湾との断交後、
国交を持たないことでかえって台湾の内政に直接的
な批判や圧力を行使できた（若林正丈 2008：164）。
台湾の「党外」の視角からは米国の関与は台湾の自
由化・民主化にとって肯定的とみなされた。

民主化と「われわれ」意識
　韓国と台湾の民主化の特徴の差異には、「法統」
と国家体制と選挙の扱いなどの差異が関連している
と考えられる。
　韓国は 1919 年 3・1 独立運動で宣布された「大韓
民国」を戦後の政府の「法統」とみなし、また、そ
の国際的な正統性を国連決議に基づく 1948 年の単
独選挙に求め、同年末に「国家保安法」を制定した。
台湾は 1948 年に大陸で制定され全中国を管轄する
憲法体制を「法統」とみなし、その「法統」の虚構
を維持するうえで「反乱鎮定動員時期臨時条項」を
必要とした。
　また、同じく権威主義政治体制下であっても、韓
国の軍出身政府は国民の政治参加を封鎖しつつも、
権力の正統性をアピールするために国政選挙を実施
してきたのに対して、台湾の党国体制は法統の虚構
と一体であるために立法機関の改選を実施せず、民
意代表機構は「万年国会」と化した。他方、韓国の
軍出身政府は地方自治選挙を廃止したが、台湾の党
国体制下では地方選挙は実施された。したがって、
韓国の民主化は政権選択選挙の実施に先立つ軍の非
政治化と政治活動や思想表現の自由などが焦点とな
り、台湾の民主化は法統の虚構の解消及び「万年国
会」の全面改選と切り離せない課題となった。
　韓国の 1987 年民主化過程では、大統領直接選挙
が民主化運動の急進派と穏健派の要求の公約数と
なった。そこでは、南北分断に由来するとともに南
北分断を再生産する「外勢」の介入や軍の介入を排
して、「われわれ」が大統領を直接選べば民主主義
を実現できるという思考の型がある。また、韓国民
主化の「われわれ」意識は、北朝鮮認識を「敵」か
ら「パートナー」へと変え、対決よりも共存を志向
することになる。
　台湾の民主化は、法統の虚構を解体し、国会を全
面改選し、総統を民選する形で、民主改革と「国民」
の「想像」「創造」が不可分で進行したということ
ができる。憲法、立法、選挙などの民主主義の方式は、

誰がそれを行うのか、主権者とは誰なのか、という
「われわれ」の境界の確定と切り離せない（Linz and 
Stephan 1996：16-37）。民主化は、国民や主権者と
しての「われわれ」意識を浮かび上がらせるととも
に、「われわれ」とそれ以外の境界を確定する。こ
うして、台湾の民主化過程は、大陸とは異なる台湾
アイデンティティや国府・国民党から分離しようと
する台湾ナショナリズムの高揚と一体で進行するこ
とになった。
　このように、一方の韓国民主化の「われわれ」意
識は「外勢」の介入を排除した「われわれ」の片割
れとして北朝鮮を認識するようになり、他方の台湾
民主化の「われわれ」意識は大陸中国とは異なる台
湾アイデンティティとして発揚した。このような韓
国と台湾の民主化運動の主要アクターの「われわれ」
意識が、民主化後の両者のナショナリズム、アイデ
ンティティ、対外認識の差異や対照性の一因となっ
たということができる。

民主化後の集合的記憶と冷戦後の同盟のジレンマ
　1987 年の韓国民主化と 1988 年の台湾民主化に続
き 1989 年には冷戦の終結が米ソによって宣言され
た。1990 年代になると、南北朝鮮では首相級や閣
僚級の公式対話が、海峡両岸では台湾の海峡交流基
金会（海基会）と大陸の海峡両岸関係協会（海峡会）
の準公式的対話が行われるようになった。
　南北朝鮮は 1991 年に国連同時（分離）加盟し、
1992 年に「南北基本合意書」を交わしたが、北朝
鮮の核開発と米朝対立や韓国の政権交代などにより
南北交流は紆余曲折を経て低迷している。海峡両岸
では海基会と海峡会が交わしたとされる「1992 コ
ンセンサス」が内政対立の争点であり続ける一方、
貿易・投資・人的交流などの両岸交流の規模は急速
に拡大している。
　南北対話・交流と両岸対話・交流及びそれぞれの
対外関係についての詳細は本稿では省略し、民主化
後・冷戦後の韓国と台湾の分断・分裂体認識と対外
認識を大きく規定した事件に着目してみよう。これ
らの事件は、分断・分裂過程と権威主義体制下の抑
圧された集合的記憶を想起させ、分断・分裂体認識
及び対外認識に再帰的に影響したと考えられるから
である。
　北朝鮮と対決し安全保障を米韓同盟に依存してき
た韓国では、米軍基地や米軍犯罪への批判はタブー
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だった。しかし、1990 年代以後の米軍犯罪の頻発
や先述した老斤里事件の記憶の想起は、ベトナム参
戦の対抗的記憶などとも相互作用しながら、重要な
政治懸案になっていく（金栄鎬 2017）。1992 年の米
軍による残忍な尹今伊（ユン・グミ）殺害事件はセ
ンセーションを巻き起こし、米韓同盟と駐韓米軍の
意味を再検討する世論を高めた。
　1993-94 年の北朝鮮の第 1 次核危機は韓国の脅威
認識を募らせた。ただし、米国が 1994 年春の核危
機の際に北朝鮮への武力行使のオプションを検討し
ていたことは、米国の関与によって朝鮮半島が戦場
になるという危機意識を触発した。この経験は、分
断後から冷戦期を通して「同盟のジレンマ」におけ
る「捨てられる恐怖」（fear of abandonment）を抱い
てきた韓国に「巻き込まれる恐怖」（fear of entrap-
ment）が新たに出現する契機になったといえる。
　また、1995 年には光州事件の真相究明と責任者
処罰に関する特別法が制定された。1990 年代末に
なると、植民地支配、米軍政、朝鮮戦争、権威主義
体制などの永い時期にわたる過去の大規模な人権侵
害の真相を究明し被害補償を図り記憶・記念する

「過去清算」が取り組まれた（金栄鎬 2017：25-33）。
こうしたなかで 2002 年に駐韓米軍装甲車が女子中
学生二人を轢殺した事件や米ブッシュ政権の「先制
行動」ドクトリンが相次いだことにより、北朝鮮
の第 2 次核危機の中でも、韓国の「巻き込まれる恐
怖」と反米感情が高まり大規模な「キャンドル・デ
モ」が起きた（金栄鎬 2006）。韓国は米朝対立の狭間、
すなわち北朝鮮（brother）と米国（friend）の対立
の狭間にあって、北朝鮮への米国の「先制攻撃」で
戦場になりかねないという意識が世論で強まり政府
の政策決定にも影響を与えた（Kim 2005）。
　米台断交によって米軍が撤退した台湾では、民主
化過程やその後の政治過程で米軍基地は争点になら
なかった。ただし、米台断交と米軍撤退は、国民党・
国府と「党外」の双方にとって「捨てられる恐怖」
の現実化であった。同盟ではなくなった米台関係に

「同盟のジレンマ」論をそのまま適用することはで
きないが、「米国のコミットメントへの不信」や「米
国が介入しない不安」を「捨てられる恐怖」に類す
るものとみるのは可能であろう（Wang, Yuan-kang 
2013：98）。米台断交後に制定された米国の「台湾
関係法」は国内法であり、米国は介入と支援につい
て「戦略的曖昧性」の立場をとるため、台湾の「捨

てられる恐怖」は解消されず、常に米国のコミット
メントへの不信を呼び起こすことになる。
　一方、1989 年 6 月の中国の天安門事件は、民主
化を実現した台湾側に大陸との体制や価値の異質
性を強く印象付けた（小笠原欣幸 2001）。この後の
1991 年 10 月には民進党が党大会で「公民投票」に
よる「台湾独立」を打ち出した。
　1995-96 年の第 3 次台湾海峡危機は台湾の中国へ
の脅威認識を高めただけでなく、住民による総統の
直接選挙に際して圧力を行使した中国への反発を強
め、台湾ナショナリズムを触発した。また、米国が
台湾海峡に 2 隻の空母を派遣したことで、台湾の安
全保障にとって米国の関与の重要性が再認識された。
　1990 年代半ばから 2000 年代にかけて台湾でも 2・
28 事件、白色テロル、美麗島事件などの過去の重
大な人権侵害の真相を究明し被害補償を行い記憶・
記念する「過去の克服」が取り組まれた。これは外
省人 vs. 本省人の「省籍矛盾」だけでなく、本省人
の中の多元性（福佬、閩南、客家）と先住民族（「原
住民」）を含めた「族群和解」や多文化主義の試み
として取り組まれた（若林正丈 2008：305-319）。「捨
てられる恐怖」や「コミットメントへの不信」など
と相互作用する余地があまりない点が、韓国のケー
スとの差異である。
　2000 年代の韓国と台湾の対米認識の差異の対比
事例として集合行為を挙げることができる。2008
年 5 月から 7 月にかけて韓国では米国産牛肉輸入解
禁に反対するキャンドル・デモに数十万人が集まり、
発足直後の李明博政権は米国との輸入解禁合意の再
交渉に追い込まれた。翌年 2009 年 10 月には台湾で
も同じように米国産牛肉輸入解禁への抗議デモが起
きたが、規模も影響も結果も韓国とは異なるコース
をたどり、馬英九政権の蘇起・国家安全会議（NSC）
秘書長の辞任のみで収拾された。むしろ、台湾では
前年の 2008 年 11 月に中国の海峡両岸関係協会（海
峡会）主任の訪台に反対して起きた「野いちご運動」
が米国産牛肉輸入反対運動よりも大きな動員力と強
い持続性を見せた。これについて、ホ（Ho, Ming-
Sho）とホン（Hong, Chen-Shuo）は、社会運動論の
フレーミング理論を用いて、韓国の「反米」のナショ
ナルなフレームと台湾の「中国脅威感」のフレーム
の差異によって説明している（Ho and Hong 2012：
643-665）。
　以上のように、1990 年代以降の韓国では、駐韓
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米軍犯罪や先制的武力行使などの米国の関与に対し
て反米感情が起きたのに対して、台湾では台湾海峡
危機などへの反中感情と米国の関与に対する「親米」
感情が起きたのは、同盟のジレンマにおける韓国の

「巻き込まれる恐怖」と台湾の「捨てられる恐怖」（コ
ミットメントへの不信）の対照性に対応していると
いうことができる。

Ⅳ．「統一」問題と「統独」問題：統合と分離

　朝鮮半島では、南北ともに、また韓国の朝野とも
に、「統一」の当為性を語り、その前提の上で統一
の形態や方法をめぐって対立している。これに対し
て、海峡両岸では台湾の地位について相容れない対
立があり、台湾内では「統一・現状維持・独立」（以
下、「統独」問題）をめぐって政治勢力の間に差異
がある一方、世論の大半は現状維持を志向している。
この節では、南北朝鮮関係と台湾海峡両岸関係の相
互交流の現状をごく簡単に見たのちに、意識調査を
用いて「統一」問題と「統独」問題を対比し、韓国
と台湾において統合と分離のモメントがどのように

作用し、何をめぐって対立しているのかを考察する。

１．南北交流と両岸交流：「和平演辺」と「以経促統」

　【表 1】に南北交流と両岸交流を特徴づける主な
データをまとめた。南北朝鮮と海峡両岸の貿易額は
二けた違いであり、海峡両岸の方が活発、広範、持
続的に行われている。北朝鮮の小さな市場規模と閉
鎖体制に対して、中国の巨大な市場と急速な経済成
長という決定的な違いが大きい。韓国と台湾の貿易
に占める分断・分裂体との取引の比率も二けた違い
であり、南北にとって相互の経済的な比重は小さい
が、両岸の経済的相互依存は台湾にとって決定的に
大きな比重をもつ。さらに、南北貿易は可逆的だが、
両岸貿易は不可逆的な傾向である。相互訪問などの
人的交流でも南北朝鮮と海峡両岸の規模の差異は大
きく、韓国の総人口に対する北朝鮮訪問者数累計の
比率が 6.9％であるのに対して、台湾の総人口に対
する大陸訪問者数累計の比率は 370％を超える。
　北朝鮮はいわゆる「帝国主義の思想・文化的浸透」

（1999 年 6 月 1 日の『労働新聞』などの共同論説の
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用語、中国の用語では「和平演変」に当たる）への
警戒を持ち、南北交流に対して消極的である。他方、
台湾経済の大陸依存は中国による「以経促統」「以
商囲政」への警戒を呼び起こし、台湾の主権を脅
かすという批判がある（Chen, Chen and Wang 2013：
153-168）。相互交流が限定的かつ不安定な南北朝鮮
関係には当然ながら、台湾海峡両岸関係にも相互関
係の安定化のための制度形成が依然として課題と
なっている。

２．吸収統合 vs. 和解協力

漸進論と急進論
　韓国の各種の世論調査では、「統一は必要だ」と
いう回答がほぼ多数を占める。傾向的には漸減して
いるが、それにはドイツ統一のコストの先例に見る
ような利益考慮も働いており、信条や価値の次元で
は依然として「統一」志向が多数と考えてよい。ま
た、南北朝鮮はすでに 1991 年に国連に加盟してお
り、国際社会で広く 2 重承認されているため、台湾
の「統独」問題における「独立」に該当する選好は
存在せず、分断された現状でよいとする「分離」の
選好も決して多くはない。
　ただし、どのような統一が望ましいのかについて
は、見方が分かれる。【図 2】にみられるように、「可
能な限り早く統一すべき」という急進的な統一への
支持は少なく、冷戦と権威主義体制の時期の「北進
統一」論は選択肢としてもはや有力ではあり得ない。
多くが漸進的な統一、つまり、「条件が熟した時に」
統一するのが望ましいと考えている。

　本稿では、韓国における「統一」選好を、北朝鮮
の体制変更による韓国への「吸収統合」を志向する
タイプと、究極的な体制統一を保留して共存・協力
プロセスを重視する「和解協力」を志向するタイプ
に分類する。ちなみに、韓国で最も保守的で北朝鮮

に強硬な全国紙『朝鮮日報』は、2010 年 8 月 16 日
の社説で、韓国社会には大きく「二つ統一論」があ
るとして、「太陽政策に代表される漸進的統合方案」
と「保守陣営の相当数」の「積極的な吸収統一」方
案を挙げた。
　【図 3】の北朝鮮認識の選択肢のうち、「警戒対象」
と「敵対対象」は、「吸収統合」志向に近いと推測
される。「協力対象」には「和解協力」志向だけで
なく、先の【図 2】の「現状を維持」の多くや「関
心がない」の一部も含まれると推測される。

　「吸収統合」vs.「和解協力」の対立は、一般に外交・
安全保障政策におけるタカ（強硬）vs. ハト（穏健）
に該当する。分断・分裂国家関係における政策選択
肢は、通常の国家間関係の政策選択肢にはない「併
合」や「統合」を両端とするスペクトラムに分布す
るので、分断・分裂体政策の強硬と穏健を対外政策
のタカとハトに機械的に当てはめるには困難もある
が、経験的に言えば、吸収統合は抑止・封じ込め志
向であり、和解協力は対話・交渉志向である。吸収
統合が抑止力による安全保障を構想するのに対して、
和解協力は共通の安全保障を構想するということも
できる（金栄鎬 2007：30-31）。このように、分断・
分裂体への政策選好と同盟国・友好国・敵対国への
政策選好は密接な対応関係にある。

体制変更と体制保障
　「吸収統合」と「和解協力」のそれぞれの中にも
偏差がある。「吸収統合」の下位類型は、急進的な「武
力による体制変更論」と漸進的な「武力によらない
体制変更論」に分けられる。武力による体制変更論
は急進主義の最も極端な類型であり、これに対して
漸進主義の体制変更論とはいわばドイツ式統一構想
に該当する。「和解協力」の下位類型は、急進的な

「脱米自主論」と漸進的な「太陽政策」に分けられる。
「脱米自主論」は米韓同盟からの離脱を志向する（馬
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インソプ他 2012K：140-142）。「太陽政策」は米韓
同盟と自主防衛による安全保障基盤を前提に北朝鮮
への安心供与を提唱する（韓半島平和フォーラム編 
2012K：69-74）。
　【図 4】に「脱米自主」「中道」「同盟強化」の選
好の推移が示されている。「脱米自主」は最も少数
ではあるが、2002 年と 2005 年には「同盟強化」よ
りも多かったことが注目される。この時期は前述し
たように「巻き込まれる恐れ」と反米感情が高まり、
数十万人規模のキャンドル・デモが起きた。その後、
北朝鮮の核実験が行われ、対話交流が途絶えると、

「同盟強化」選好が増加していった。

　一方、「太陽政策」は、南北の勢力均衡と国力の
格差が大きく開き、韓国が圧倒的な優位に立ったと
いう変化を踏まえて、北朝鮮に安全保障と経済協力
を実施し、体制保障によって核の放棄を促し、朝鮮
半島の非核化及び平和体制を構築しようとする考え
方である（林東源 2008：94-95、199）（韓半島平和
フォーラム編 2012K：29）。
　なお、太陽政策に内包される北朝鮮の市場経済体
制への軟着陸を誘導しようとする考え方は、吸収統
合と同様に力の優位を前提にした韓国主導の統一
構想だとする議論がある（金グンシク 2016K：25）。
しかし、力の優位によって北朝鮮の体制変更を図る
ことと、力の優位を前提に北朝鮮の体制保障を図る
こととは、意味も政策的含意も異なる。
　北朝鮮の体制変更か体制保障かという論点は、南
北朝鮮関係で人権・民主主義についてどのようにア
プローチするのかという論点にも関連し、異なる北
朝鮮政策選好の間で対立があるが、これについては
次節で言及する。

連係アプローチと並行アプローチ
　金大中政権の「太陽政策」、盧武鉉政権の「平和
繁栄政策」では、北朝鮮の体制変更を追求しないこ
とが繰り返し強調された。また、北朝鮮の核・ミサ
イル問題は朝鮮半島の非核化と平和体制によって解
決されるとして、核問題の交渉と南北経済協力を並
行して実施した。それゆえ、2001 年以降の米国の
ブッシュ政権の「体制変更」論や韓国内の吸収統合
論の立場の勢力と厳しく対立した。「太陽政策」は、
北朝鮮の核放棄を経済協力の条件とする連係アプ
ローチではなく、この両者の並行アプローチである
ことも特徴である（金栄鎬 2006：4-7）。並行アプロー
チは盧泰愚政権時（1988-1993）の一連の南北合意
書をめぐる交渉の時にもみられた（林東源 2008：
129-130、159-160、439）。
　ところで、対話・協力による「漸進的平和統一」
と北朝鮮の体制の「崩壊後の吸収統一」は「排他的
でも両立不可能でもない」という見方もある（金
グンシク 2010K：191）。しかし、南北朝鮮関係には、

「和解協力が相手側の体制への統合にならないよう
にする“上限線”と、対立と競争が戦争の勃発につ
ながらないようにする“下限線”」の間で展開され
るという「構造的制約」がある（シン = ジョンデ 
2016K：63）。そのため、「和解協力」志向は究極的
な体制統一を保留しプロセスとしての「事実上の統
一」を構想する（林東源 2008：441-443）（韓半島
平和フォーラム 2012K：35-46）。

３．統一・独立・現状維持

　台湾の「統独」問題は、「統一」vs.「独立」の間
に広がる選択肢を問うもので 1990 年代初めから継
続して多くの調査が行われている。【図 5】にみら
れるように、2002 年以降は一貫して「独立」選好（可
能な限り早く独立＋現状維持の後に独立）が「統一」
選好（可能な限り早く統一＋現状維持の後に統一）
を上回るようになったが、その中間の「現状維持」
選好（無制限に＋将来決定）が大多数である。先述
のように韓国では「統一」選好が多数だが、台湾で
は「統一」選好は最も少なく、「独立」選好がそれ
に次いで少ない。ただし、一貫して多数である「現
状維持」の中には「独立」含みや「統一」含みがある。
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　【図 5】は 6 つの選択肢からなるため大まかな動
向を知るにはやや煩雑である。Chen たちはこの 6
点スケールを「親独立」「現状維持」「親統一」の
3 点スケールに再割り当てしたうえで、1994 年か
ら 2010 年までの傾向を、「平均 17％以下の回答者
が台湾独立を選好」し、「平均 18％以下の回答者が
中国との統一を選好」し、「二人に一人以上がより
あいまいな現状維持の立場」にあるとまとめている

（Chen, Chen and Wang 2013：157）。

「台独」と「独台」
　台湾の「独立」類型は大きく二つに分けられる。

「台湾共和国」としての独立（台独）と、「中華民国」
としての独立（独台）である。台湾共和国としての

「台独」は「急進独立」、中華民国としての「独台」
は穏健な政権独立に当たると言ってもよい。何から
の独立なのかという点で区別すれば、「台独」とは
中華人民共和国からだけでなく中華民国からも分離
し独立するという考え方であるのに対して、「独台」
とは民主化によって中華民国は台湾化しすでに国家
として独立しているので新たな独立は必要ないとい
う考え方である（竹内孝之 2011：28-32）。
　前者の「台独」が中華人民共和国と中華民国から
のいわば二重の分離・独立であることは、先述した
台湾本省人の「二重の辺境性」を反映しているのか
もしれない。後者の「独台」の主旨は、初の台湾
総統選を翌年に控えた 1995 年に施明徳・民進党主
席（当時）や同党の彭明敏・総統選候補（当時）が
公式化した見解である。また、1995 年 4 月に連戦・
行政院長が中華民国は中国の正統政府という主張を
放棄したと発言し、国民党反主流からの反発を受け
た（伊藤潔 1996：211-212）。

　中国は、「台湾共和国」としての独立を「A 型独
立」（「法理独立」）、「中華民国」としての独立を「B
型独立」とみなしてきた（伊藤潔 1996：100-101）。「A
型独立」の「台独」は「一つの中国、一つの台湾」に、「B
型独立」の「独台」は「2 つの中国」に当たり、い
ずれも中国は認めておらず、武力行使の条件とみな
している。
　吉田勝次は、「台湾ナショナリズム」の特質は、「み
ずからの運命はみずから決したい」とする自決志向
とともに、「列強の覇権的な利害が交錯するちっぽ
けな島国であるという地政学的現実を受け入れなけ
れば生き残れないという窮境から生まれる徹底した
リアリズム」にあると指摘する（吉田勝次 2005：
266）。ただし、このことは「独立」選好だけではな
く「現状維持」選好にも当てはまると思われる。

現状維持とは
　「現状維持」は、外部観察者にとって最も分かり
にくい選好であろう。台湾アイデンティティは増加
趨勢にありほぼ 6 割を占めるが、「独立」選好が増
えているわけではなく、「現状維持」選好が 6 割以
上を占める。また、「現状維持」のスペクトラムは
広く内部偏差も大きい。独立含みの現状維持論もあ
れば、統一含みの現状維持論もあり、条件変化によっ
て他の選好に移ることもある。
　「台湾国家安全保障調査」の 2003 年から 2005 年
の回答では「中国と戦争が起こらなければ」という
条件付きの「独立」選好は 60％を超えるが、他方、

「（大陸と台湾の）両方が対等であれば」という条件
付きの「統一」選好も 50％強に上った（Wang, T. Y. 
2005：19-24）。その後、2011 年の同じ調査では、中
国が武力行使をしなければ独立を好むという回答は
80％に上昇し、他方、両岸が対等であれば統一を好
むという回答は 30％代前半に減少している（Wang, 
Yuan-kang 2013：100, 107）。
　「統独」問題は台湾におけるナショナリズムやア
イデンティティとどのように関連しているだろうか。

【図 6】は台湾人、中国人、台湾人かつ中国人のア
イデンティティに関する調査のグラフである。
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　Wang と Liu は、さまざまな志向や態度が絡み合っ
た台湾のアイデンティティやナショナリズムを「台
湾ナショナリスト」、「親台湾アイデンティティ」、「混
合アイデンティティ」、「大中華アイデンティティ」
に分類し、どのタイプにおいても政治的なレベルと
文化的なレベルが区別されるが、両岸関係の選好で
はどのタイプでも「現状維持」選好が多数を占める
ことを示しているという。また、4 タイプのいずれ
も、両岸関係で台湾が独立をしない代わりに中国が
武力を行使しないという「二重否認」への支持が多
数である（Wang and Liu 2004：568-590）。
　朱建栄は「台湾ナショナリズム」や「台湾人意識」
が即独立を意味するのではなく、中国の広東人、四
川人などの意識と同じだと指摘する（朱建栄 2000：
17-29）。小笠原欣幸は、「建国独立を求める台湾ナ
ショナリズム」や「中台統一を求める中国ナショナ
リズム」と「台湾アンデンティティ」は異なってお
り、「“台湾人としての自己認識”が台湾独立支持と
同等であるかのように取り上げられることがあるが、
両者は区別して考える必要がある」という（小笠原
欣幸 2015：103-104）。

合理主義とアイデンティティ
　Tsai たちの研究によれば、「統独」選好には心理
的な変数（エスニック・アイデンティティ、政党支持）
や社会学的な要因（世代、年齢、性別）よりも、経
済的な変数の影響が大きい。つまり、台湾経済の将
来に悲観的であり、また、親族などが大陸に投資し
ている場合、統一選好に傾き、逆に、台湾経済に楽
観的であり、大陸との経済的なつながりが弱いほど、
独立選好に傾く。台湾における「統独」問題の政治
的態度決定は、合理性（rationality）による説明の
余地が大きい（Tsai, Wang and Tossutti 2008：89-92）。
　リッガーもまた、台湾における両岸関係の選好の

要因には「合理主義」が増大しており、それは世代
が若くなるほど顕著であることを様々なデータを
使って議論し、「台湾ナショナリズム」への熱狂が
高まり海峡両岸関係の障害になるという将来像の前
提を批判的に考察した（Rigger 2006）。
　しかし、Chen たちは、個人の利益（self-interest）

（＝合理的な自己利益）と民族・党派アイデンティ
ティ（＝シンボリックな政治）などの要素が人々
の「統独」選好にどのように影響しているのかを分
析したところ、両岸関係の緊密化にもかかわらずそ
れは個々の人々の利益には必ずしも結びつかず、ま
た、経済的な繁栄による利益を考慮しても大陸との
間で一定の距離を保つことが台湾の主権にとって望
ましいと考える人々が少なくない（Chen, Chen and 
Wang 2013：153-168）。「人々の統独選好を説明する
のに、シンボリックな態度はより決定的な役割をし
ている」という（Chen, Chen and Wang 2013：163）。
　2014 年に中国とのサービス貿易協定を締結し立
法院の手続きを強硬に進めようとした政府・与党に
対して、若年層や学生が中心となって反対し立法院
を占拠する「ひまわり運動」が起きた（高野華恵 
2015）。この運動を担ったのは学生を中心とする若
年層であり、この世代は「天然独」と呼ばれる（河
原昌一郎 2016：138-165）（松本充豊 2016）。リベラ
リズムの国際関係理論における「スピル・オーバー」
仮説と同様に、「合理主義」仮説もまた、海峡両岸
関係において台湾が置かれた「繁栄と自立のジレン
マ」（松田康博 2013）の経験によって一定の修正が
求められるかもしれない。

Ⅴ．内政対立と分断・分裂体認識：理念とア
イデンティティ

　台湾政治についてリッガーは、「階級ベース政治
の不在」あるいは「クラス・レスのポリティクス」
と呼んだ（Rigger 2001：39-41）。韓国の選挙研究
では、韓国政治は労働政治や左派政党を欠いている
ため、右 vs. 左の区分よりも保守 vs. 進歩の区分が
適切だとされる（康元澤 2004K：26）。この節では、
韓国の内政における理念対立及び台湾におけるアイ
デンティティの変化が分断・分裂体認識及びこれと
連動する対外認識とどのような関係にあるのかを対
比して考察する。
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１．韓国の理念対立と北朝鮮認識

　政権交代後の韓国政治には保守 vs. 進歩の理念対
立が浮上し、外交・安全保障、経済社会、自由と権
威、脱物質的価値などの領域に拡大した（康元澤 
2010K：171-191）。1990 年代末以降の韓国の世論調
査では保守－中道－進歩の 3 区分の「主観的理念性
向」が問われるのが一般的になった。
　理念対立にはしばしば社会経済政策よりも北朝
鮮と米国への態度との相関が強く表れる（チョン =
ハンウル 2011K）。理念対立は政党対立、世代対立、
年齢層対立とも相関関係にある。韓国の選挙には地
域対立や学歴が重要な要因であり続けているが、理
念対立や世代対立は北朝鮮政策や同盟政策の対立と
相乗作用し、「南南葛藤」と言われてきた（馬イン
ソプ他 2012K）。

理念と政党支持
　第18代大統領選挙（2012年 12月）の調査では、「主
観的理念性向は外交、安保、統一及び市民権のイ
シューへの選好とかなり関連があるが、経済と社会
秩序に関連する高所得者増税、公企業民営化、学校
での体罰許容のイシューとは統計的意味のある相関
関係は見られない」という（朴チャヌク 2013aK：
31）。しかも、近年の韓国で深まる経済・所得格差
ゆえに、各政党候補者たちの経済社会政策の差異が
縮小した半面、「対北支援だけが政党と候補者の境
界を分けるイシューでありえた」（朴ウォノ 2013aK 
：70）。
　台湾とは異なり韓国の政党政治は不安定で、主要
な政党の再編や中小政党の分離統合が頻繁に起き
ている。それでも保守と進歩の対立が政党対立に
反映されていることは、第 19 代総選挙（2012 年 4
月）、第 18 代大統領選挙（同年 12 月）、第 20 代総
選挙（2016 年 4 月）を通して確認される（朴チャ
ヌク 2013aK：35）（朴ウォノ 2013aK：60）（朴チャ
ヌク 2013bK：69）（文ウジン 2017K：228-230）。
　1990 年代以降の系譜を極めて単純に図式化すれ
ば、「民自党－新韓国党－ハンナラ党―セヌリ党」
につらなるのが保守であり、「国民会議－民主党－
ウリ党－共に民主党」につらなるのが進歩とされる4。

「統一」問題との対応
　韓国の保守の北朝鮮認識は、国家の正統性意識に

基づいている。韓国が正統であるならば、北朝鮮は
異端であり、共存が不可能な「善と悪」の対立とし
て描かれる。北朝鮮は敵であり脅威と認識され、抑
止・封じ込め志向の政策が選好され、しばしば体制
変更の選択肢を排除しない。したがって、保守の理
念は前節の「統一」問題でみた「吸収統合」選好に
対応する。
　一方、韓国の進歩は、北朝鮮の国家体制やイデオ
ロギーや自由の抑圧に対して批判的だが、北朝鮮と
の関係を排他的な正統性対立ではなく共存可能とみ
なす。北朝鮮は脅威だが同時にパートナーと認識さ
れ、対話・協力志向の政策が選好され、体制変更の
選択肢は排除される。したがって、進歩の理念は先
述の「統一」問題における「和解協力」に対応する。
　【図 7】は、北朝鮮が対話や妥協が可能な相手だ
と思うかという問いへの回答を理念性向別に集計し
たものである。調査期間中の 2009 年から 2016 年の
間に妥協可能性への肯定的な回答は減少しているが、
理念別の北朝鮮認識の差異を見てとれる。
　1990 年代前半からこんにちまで続く北朝鮮の核・
ミサイル開発は韓国の北朝鮮認識・政策の重大な争
点となってきた。保守は、北朝鮮に核・ミサイルを
放棄させるための圧力と制裁や日米韓協調を重視し、
しばしば「先制攻撃」を唱える。これに対して、進
歩は、北朝鮮の核・ミサイル問題は朝鮮半島の平和
体制を構築することで解決されるとして、南北協力
だけでなく米朝・日朝関係改善を推奨する（金栄鎬 
2014）。
　朝鮮半島の平和体制をめぐっても保守と進歩の対
立がある。朝鮮戦争の休戦協定は 1953 年に締結さ
れたが、それ以降、平和協定は結ばれていない。韓
国は休戦協定の署名国ではないことに加えて、ベト
ナム戦争のパリ平和協定が米軍撤退を経て武力統一
に至った「悪夢」ゆえに、韓国の保守は平和協定を「武
力赤化統一の陰謀」や「米軍を撤収させるための偽
装平和攻勢」とみなしてきた。他方、進歩は 1990
年代以降の民間の平和統一論で平和協定を主張する
ようになり、その後、盧武鉉政権が米国と南北朝鮮
の 3 者、あるいは中国を加えた 4 者の平和協定の締
結を主張した。
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人権・民主主義
　南北朝鮮間には軍事的な対立とともに思想や主義
や制度をめぐる対立があり、民主主義・市場経済の
韓国に対して北朝鮮は社会主義を奉じ唯一思想体系
のもとに自由を抑圧している。したがって、北朝鮮
の人権・民主主義の抑圧をめぐっても韓国で政治対
立が起きる。ただし、北朝鮮の人権問題や政治経済
体制に対して、権威主義支配勢力の系譜にある保守
が強硬であり、「在野」の民主化運動の系譜にある
進歩が穏健である。このように、北朝鮮との関係で
は、保守が進歩的な価値に立脚しているという「逆
説」があるとされる（馬インソプ他 2012K：131-
134）。
　しかし、内政における人権・民主主義と、対外政
策における人権・民主主義が同一に運用されなけれ
ばならないという前提は、国際関係では成立してお
らず、その妥当性は決して自明ではない。国際政治
と国内政治は地続きではないからである。また、人
権には自由権だけでなく社会権があり、衣食住にか
かわる人道援助も国際人権であり、これを抑圧体制
への支援と同一視することはできない。これらの問
題群は、国際政治における安定と人権のジレンマに
他ならない。したがって、「対北強硬主義者が進歩
主義者」（馬インソプ他 2012K：135）という等式は
成り立たず、また、北朝鮮の体制に対して進歩が穏
健であることが二重基準であるとは言えない（金栄
鎬 2008：77-80）。
　保守の視角からは、北朝鮮の人権・民主主義の抑
圧への批判や介入は、抑止・封じ込めの重要な根拠
となる。ただし、国内では消極的でありながら、北
朝鮮に対しては積極的な、保守にとっての人権・民
主主義は、目的というより手段として位置づけられ
ているという見方も可能である。とはいえ、この点
で、保守の理念と北朝鮮政策の「吸収統合」選好は
整合する。

　進歩の視角からは、北朝鮮が反発する公開的な要
求よりも、静かで実効的なアプローチによって、生
存権（社会権）と自由権の漸進的な改善を図ること
が重視される。このような視角からは、北朝鮮への
圧力手段として人権や民主主義を用いるのは、南北
関係を悪化させ、実質的な改善には結びつかないと
みなされる（韓半島平和フォーラム編 2012K：93-
98）。この点で、進歩の理念と北朝鮮政策の「和解協
力」選好は整合する。

世代との対応
　韓国の「386 世代」（2000 年頃に 30 歳代、1980
年代に大学に在籍、1960 年代生まれの意味）は、
同時代の民主化運動の共通体験と集合的記憶を有し、
2000 年代の韓国政治で政党や市民運動に台頭し注
目された。386 世代は他の世代よりも北朝鮮への穏
健姿勢と米国への強硬姿勢が強く、「和解協力」政
策の重要なアクターであり支持層であった。
　ファン = アランは、1997 年、2002 年、2007 年の
大統領選挙のデータから、有権者の世代や年齢層と
理念の関係について、世代コホート効果、年齢効果、
同一世代の理念変化の期間効果を分析し、「民主化
成就世代」と「民主化闘争世代」の進歩性の効果
を析出している（ファン = アラン 2009K：123-151）。
この世代は先の 386 世代と同じではないが、かなり
な程度に重なる。
　世代対立は 2007 年 12 月の大統領選挙と 2008 年
4 月の総選挙では後景に退き、再び地域対立が浮上
したという（康元澤 2010K：193-218）。ただし、こ
れはあくまで世代効果の「潜伏」であって、2012
年の大統領選挙以降に改めて理念対立、世代格差、
年齢層対立が浮かび上がった。20 代・30 代の 65％
強が進歩系の文在寅候補を支持し、50 代の 60％
強と 60 代以上の 72％強が保守系の朴槿恵候補を
支持した（朴チャヌク 2013aK：28）（朴チャヌク 
2013bK：67）。
　1997 年から 2012 年までの 4 回の大統領選挙の投
票動向について、世代効果と年齢効果（加齢に伴
う保守化）を分析した文献によれば、「韓国戦争世
代」「戦後産業化世代」「維新世代」の保守理念と年
齢効果が整合的であるのに対して、次の世代である

「386 世代」には明確な世代効果が認められ、より
若い「IMF 世代」「ワールドカップ世代」には進歩
への年齢効果が認められる（盧ファニ・宋ジョンミ
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ン 2013K：139-184）。また、2000 年から 2016 年ま
での総選挙投票における理念と「87 年世代」の間
にはその強弱に変化があるが相関が見いだされると
いう（呉セジェ 2017K：295-329）。
　他方、2012 年大統領選挙では、有権者数の比率
で若年層を高齢層が上回り、進歩に投票した若年層
の選挙への影響が減少した上に、北朝鮮政策に関す
る候補支持では若年層の間に大きな差異がみられな
いため、韓国の選挙における世代論は転換点にあ
るという研究もある（朴ウォノ 2013bK：201-247）。
ただし、2016 年末から 17 年初めにかけて「キャン
ドル・デモ」には若年層が多数参加し、朴槿恵大統
領退陣を求めるとともに、駐韓米軍へのTHAAD（高
高度迎撃ミサイルシステム）配備を批判している。

２．台湾のアイデンティティと大陸認識

　台湾の意識調査では、右 vs. 左の理念の問いに「わ
からない」の回答が半数以上を占めることが多い。
一方、アンデンティティと政党支持には内政対立と
分裂体認識の差異が現れる。先の【図 6】でみたよ
うに、民主化後の台湾では多数の有権者が台湾アイ
デンティティを持つようになり、中国・台湾の二重
アイデンティティを凌駕し、中国アイデンティティ
はごく少数になった。

アイデンティティと政党支持
　民主化後の台湾のナショナリズムとアイデンティ
ティの変化には、先述した 2・28 事件や白色テロル
などの集合的記憶の想起が影響しており、「省籍矛
盾」にはエスニックな要素があった。しかし、人口
の多くを本省人が占め、外省人も 2 世以降が圧倒的
多数となり、外省人系と本省人系の通婚が当然と
なって久しい。したがって、アイデンティティと「省
籍」は対応せず、また、前節で見たように「統独」
選好とアイデンティティの対応にもギャップがある。
　一方、選挙ではしばしば政党や利益団体がエス
ニック・アイデンティティに訴えて集票を試み、政
治対立の争点となる「ナショナリズム政党制」が展
開されてきた（若林正丈 2008：267-301）。つまり、
選挙や政党政治などの政治過程における動員メカニ
ズムによってアイデンティティ対立が増幅され政治
的亀裂として表出する。こうして、台湾政治のアイ
デンティティの変化や対立は、選挙と政党政治を介

して浮上し大陸への認識・政策と相互作用するに至
る。
　台湾政治のアイデンティティ及び政党支持と大陸
認識の対応を図式化すれば、保守が中国との経済的
相互依存を進める国民党とその他の汎藍（ブルー・
キャンプ）を、進歩が独立寄りの民進党とその他
の汎緑（グリーン・キャンプ）を構成する（Chen, 
Chen and Wang 2013：153-168）。
　【表 2】は政党支持と台湾人／中国人アイデンティ
ティのクロス表である。汎緑は台湾人アイデンティ
ティが圧倒的多数で中国人アイデンティティはほと
んどないが、汎藍の中国人アイデンティティも近年
では圧倒的に少数となり、二重アイデンティティが
過半数を超えていることがわかる。

　Hsieh は、台湾の政治的亀裂は、階級や宗教、下
位文化や都市・農村ではなく、海峡両岸関係に対す
る政治的態度としてのナショナル・アイデンティに
あり、このことが台湾の政党対立構造の安定性をも
たらしていると指摘する。Hsieh はまた、エスニシ
ティも重要だが、それはナショナリズムと一緒に
なって作用すると指摘する（Hsieh 2002：113-114, 
127）。

「統独」問題との対応
　【表 3】に汎藍と汎緑の「統独」選好の格差とそ
の変化が示されている。台湾における「統独」選好
は政党支持別に見た場合により強い対立が現れる。

　理念的イデオロギー的な意味での中国共産党一党
体制への支持や「1 国両制」への支持は、台湾では
国民党と民進党を問わず、極めて少ない。とはいえ、
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「中国」への文化的な帰属意識は世論調査でも検出
される。ただし、先述のように「統独」選好の大多
数は統一や独立ではなく現状維持であり、大陸政策
や政党政治や選挙で統一か独立かを問うような新
たなアクションは出てこない（Wang and Liu 2004：
568-590）。たとえば、国民党のナショナル・アイデ
ンティティも民主化後には変化しており、それは「ゆ
るやかな“台湾アイデンティティ”」と「中華民国
ナショナリズム」を横断して分布する（小笠原欣幸 
2012：38）。
　「統独」問題でどのような選好をとる人も、両岸
の平和的な関係を志向していることに差異はない。
したがって、中国が武力を行使せず、台湾が独立を
宣言しないという合意を結ぶことについては、汎藍
の 90％強が、汎緑の 64% 強が支持している（Wang, 
Yuan-kang 2013：105-107）。
　海峡両岸の平和的な関係というとき、経済的人的
な交流と相互依存の深まりの次のステップとしての
政治的な関係が問題となる。これに関連して、中国
の胡錦涛政権は、2008年12月に両岸の「平和的発展」
を掲げた際に「平和協定」を提唱した。台湾では陳
水扁総統が2000年総統選勝利演説で平和合意（peace 
agreement）に言及した。馬英九政権第 1 期は経済
的人的相互依存の次の政治対話の課題として平和
協定（peace accord）に取り組もうとした。しかし、
台湾では平和協定を「統一への最初のステップ」と
みて警戒する声が強い（Zhang 2013：116-123）。

人権・民主主義
　民主化後の台湾は、「反乱鎮定動員時期臨時条項」
を廃止したことにみられるように、大陸との間にお
ける国家の正統性をめぐる対立を解消した。「統独」
問題で見たように、台湾では韓国の「吸収統合」に
該当する選好やかつての「反攻大陸」の選択肢はも
はや存在しえない。ただし、中国との体制や価値の
差異は台湾の対中感情に影響し、生活レベルの格差
だけでなく、人権や民主主義、政治体制や価値の点
から中国の「一党独裁」への批判がある。
　台湾の進歩だけでなく保守もまたその理念は中国
共産党と相容れないが、中国の人権・民主主義の抑
圧に対しては相対的に進歩が強硬で保守が穏健とい
うことが可能である5。人権・民主主義に関する中
国への強硬と穏健の差は、進歩が台湾の民主化と台
湾アイデンティティの興隆を牽引し、保守が大陸と

の文化的帰属意識を持ち経済的相互依存に力を入れ
ているという差異に関係する。いずれにせよ、保守
と進歩の人権・民主主義に関する分断・分裂体への
態度は、韓国と台湾では対照的である。

世代との対応
　台湾でも「共有された記憶」が世代意識を作り出
している（Rigger 2006：13）。リッガーは、台湾の
政治世代を政治的経験と政治的社会化にしたがって、
第 1 世代（植民地支配下）、第 2 世代（国民党支配
下）、第 3 世代（民主体制への移行）、第 4 世代（民
主化後）の 4 つに分類し、このうち第 2 世代に台湾
ナショナリズムとしての「独立」選好および親台
湾・反中国のゼロ・サム意識が強く、第 3 世代以下
はより穏健かつプラグマチックで親台湾傾向と中国
との共存・交流志向が矛盾なく併存しているという

（Rigger 2006：34-60）。
　しかし、近年の台湾における世代とアイデンティ
ティには変化もうかがえる。2014 年の「ひまわり
学生運動」をリードした若い世代の人々は、「左派
の独立勢力」を自任する（高橋華恵 2015：70-73）。
彼らは社会民主主義的な分配志向を持つと同時に、

「天然独」、つまり「生まれながらの台湾独立派」と
も呼ばれ、社会運動や政党結成に向かった。2016
年 3 月に総統選挙と同時実施された立法院選挙で

「時代力量」や「緑党社会民主党連盟」から出馬し
て議席を獲得し、民進党、国民党に次ぐ第 3 勢力に
浮上した（松本充豊 2016：21-34）。

おわりに

　本稿の比較分析による知見をまとめると、次の通
りになるだろう。
　国家の分断・分裂過程や戦争・内戦で刻印された
韓国の「外勢」認識と台湾の「外来」認識、権威主
義政治体制から民主主義政治体制への移行における
韓国の「在野」と台湾の「党外」の理念とイデオロ
ギー、国際環境の変化の中での韓国の「巻き込まれ
る恐怖」と台湾の「コミットメントへの不信」など
が、韓国と台湾の分断・分裂体認識の変化のコント
ラストの要因と考えられる。
　エスニック同質性が必ずしも協調行動につながる
とは限らないが、韓国の場合は、「外勢」への警戒
と自主願望の高まりが北朝鮮認識（吸収統合 vs. 和
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解協力）に連動した。これとは逆に、エスニック異
質性が必ずしも対立行動につながるとは限らないが、
台湾の場合は、「外来」支配への抵抗と自決意識が
大陸認識（統一・独立・現状維持）に影響した。
　韓国と台湾における保守と進歩の分断・分裂体認
識・政策のコントラストは、韓国の進歩政権 10 年
間の南北関係の改善及びその後の保守政権 9 年間の
南北関係の悪化と、台湾の進歩政権 8 年間の両岸関
係の断絶及びその後の保守政権 8 年間の両岸関係の
進展との対比に経験的に示されている。保守 vs. 進
歩とタカ vs. ハトの対応のコントラストは、数回の
政権交代を挟んで持続している。
　台湾では 2014 年の「ひまわり学生運動」と同
年の地方自治体選挙を経て、2016 年 3 月の総統選
挙で再び民進党政権が成立した。他方、韓国では
2016 年末から翌年にかけて「キャンドル・デモ」
の高まりの中で大統領が弾劾され、2017 年 5 月の
大統領選挙で再び進歩政権が登場した。過去 20 年
弱と同じ組み合わせの二つのケースの今後の展開に
よって、本稿の分析は改めて検証されることになる
だろう。

１　韓国の政治分析や意識調査では政治社会の理念対立
や政党対立を保守vs.進歩に分類することが多い。台湾
の意識調査では右vs.左も使われるが、ナショナル・ア
イデンティティや政党アイデンティティが最も重視され
る。とはいえ、台湾の事実上の2大政党制が「中国国民
党vs.民主進歩党」であることから、台湾政治について
も保守vs.進歩と表現する。

２　金大中の思想信条は左派ではなく中道であり、同政権
を「中道左派」としたホロウィッツたちの記述は正確さ
を欠いている。他方、金大中政権を「進歩」に分類する
本稿の見方は、金大中が盧武鉉を「同じ進歩陣営出身の
大統領」と書いていることから、妥当性を有すると判断
される（金大中 2009K：591）。なお、韓国語の文献は
発行年に続けて「K」を付け、筆者の責任による和訳で
示す。

３　韓国では2008年に進歩から保守への、また2017年に保
守から進歩への政権交代が起き、台湾でも2008年に進歩
から保守への、また2016年に保守から進歩への政権交代
が起きたが、これらの政権交代を節目とした政策の変化
についての考察は他日を期したい。

４　保守の系列の主要政党に挙げた「セヌリ党」は、2016
年末に「自由韓国党」と「正しい政党」に分裂した。ま
た、ここに進歩の系列の主要政党に挙げた「共に民主
党」は正確には中道または中道進歩である。野党第2党
の「国民の党」も中道である。議席を獲得した政党の中
で進歩系と呼べるのは、かつての「民主労働党」、「統
合進歩党」、いまの「正義党」などの小政党である。

５　李登輝・元総統は「二国論」に言及した直後の寄稿文
で、文化的な中国への帰属意識という意味での海峡両岸
の「特殊」論を指摘しつつ、中国と台湾の政治体制の違
いを強調した（Lee, Teng-hui 1999）。こんにち、国民党
の文化的な中国への帰属意識と、民進党の両岸の政治体
制の異質性への認識は、李登輝の議論の中に胚胎してい
るとみることができる。.
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